
教師の士気を高めるにふさわしい処遇の改善・
人事管理の在り方について

資 料 ５

平成２５年７月
文部科学省初等中等教育局



教員給与及び国庫負担限度額について

教員給与

行政職俸給表（１０級制）が、職務の困難性に応じて級が細分化されているの
に対し、教育職俸給表（４又は５級制）は同一の職が一つの級に固定される単
線型。

級 標準職務

教育職 4(5)級制 講師（１級）、教諭（２級）、主幹教諭（特２級）※、教
頭（３級）、校長（４級）

行政職 １０級制 主任（２級）、本省係長（３級）、本省の困難な業務を
行う係長（４級）、本省の課長補佐（５級）、本省の困
難な業務を行う課長補佐（６級）、本省の室長（７級）
・・・

※ 主幹教諭を置いていない県は４級制。なお、東京都は６級制。

国庫負担限度額

～平成１５年度（国立準拠制）
義務教育費国庫負担金にかかる国庫負担限度額の算定にあたっては、国の

教育職員（国立大学附属学校教員）に支給される給与に基づき算定。

平成１６年度～
国立大学の法人化に伴い、国立準拠制は廃止。
平成１５年度の国立学校教育職員の給与支給基準に基づく国庫負担限度額

をベースとし、平成１６年度以降の人事院勧告や政府方針に基づく給与改定
の内容をその都度反映。
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9,894 本給、給料の調整額、教職調整額

9,524 職務の複雑、困難及び責任の度に基づき、かつ勤労の強度、勤務時間、勤
務環境そのほかの勤務条件を考慮し、支給される基本的なもの.

14,899

※復興特別会計計上分を含む

　・・・学校教職員に特有の手当

194

２５’義務教育費国庫負担金予算額と内容について

費 目 25’予算額
（単位：億円）

給 料 及 び 手 当 の 内 容

給

料

本 給

給 料 の 調 整 額 47

通勤のため、交通機関等の運賃等の負担や自動車等の使用をする教職員に
支給される手当

特別支援教育に直接従事する教員に対し支給される手当

教 職 調 整 額 322 教員の職務と勤務態様の特殊性に基づき支給される手当（教員には時間外
勤務手当等が支給されない）

扶養親族のある教職員に支給される手当

地 域 手 当 438 民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する教職員に支
給される手当

期 末 勤 勉 手 当 3,600 民間企業におけるボーナス等にあたる手当

138 居住をするための住宅を借り受け家賃等を支払っている教職員に対して支
給される手当

へ き 地 手 当 48
教育の機会均等の趣旨に基づき、へき地に優秀な教職員を確保しその教育
水準の向上を図るため、文部科学省令で定められた級地ごとに給料及び扶
養手当の月額の２５％を超えない範囲で支給する手当

148 管理又は監督の地位にある校長、副校長、教頭、部主事に対し支給される
手当

義務教育等教員特別手当 128 人確法に基づき、教員のみに支給される手当

寒 冷 地 手 当 22 寒冷積雪地域に在勤する教職員に対して支給される地域給的な手当

宿 日 直 手 当 3 宿日直勤務を命ぜられた教職員が勤務した場合に支給される手当

特
殊
勤
務
手
当

多学年学級担当手当 1
公立の小、中学校、中等教育学校の前期課程の２以上の学年の児童又は生徒で編成されている
学級（いわゆる複式学級）を主として担当する教諭等が当該学級における授業等に従事する場
合に支給される手当であり、特殊勤務手当（著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務その他
の著しく特殊な勤務に従事する場合に支給される手当）の１つである。

教員特殊業務手当 51 災害時の緊急業務、引率指導業務、部活動の指導に従事した場合に支給さ
れる手当であり、特殊勤務手当の１つである。

通 勤 手 当 182

時間外勤務手当 30 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられた事務・栄養職員に対し
て支給される手当

教育業務連絡指導手当 17 いわゆる主任手当であり、特殊勤務手当の1つである。

住 居 手 当

管 理 職 手 当

官署を異にする異動等に伴い転居し、やむを得ない事情により配偶者と別
居し、単身で生活する教職員に支給される手当

管理職員特別勤務手当 0.01 休日等に勤務した校長、副校長、教頭、部主事に対して支給される手当

25’予算額合計

単 身 赴 任 手 当 5

諸

手

当

扶 養 手 当
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総額裁量制について

義務教育費国庫負担金の最高限度額の算定方法を全面的に改め、国が定めた基準
に従い算定された教職員給与費の総額の範囲内で、各都道府県の裁量で活用できる
こととしたもの。 （平成16年度～）

総額裁量制とは

導入に伴う改善点

算定方法

都道府県ごとの省令
等に基づく給与単価

＝ × × １／３最高限度額
義務標準法に
基づく標準定数

国庫負担対象額
（実支出額） ＝

都道府県ごとの
給与費実支出額 × １／３

どちらか小さい方
を国庫負担

○給与の種類・額を自由に決定

≪従来≫ ≪改革後≫

給 料
期末勤勉手当
教職調整額
管理職手当
住居手当・通勤手当等

諸
手
当

給料・諸手当の費目ごとに国の水
準を越える額は国庫負担の対象外

費目ごとの国庫負担限度額がなく
なり、総額の中で自由に使用可能

総額裁量制

○教職員数を自由に決定

≪従来≫ ≪改革後≫

教職員数

(

国
準
拠)

(標準法)

給
与
水
準 (標準法)

給
与

水
準

教職員数

活 用

給与水準、教職員数について定
められた上限を越える部分は国庫
負担の対象外

例えば，給与水準を引き下げた分
を教職員の増員に活用し習熟度
別指導の実施や多様な選択教科
の開設が可能
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①教員給与の優遇措置の縮減方針
・ 基本方針2006（平成18年７月７日閣議決定）の一環として、人材確保法に基づき
教員給与が一般行政職給与を上回る部分（2.76%、430億円）の縮減について、平成
19～23年度までの歳出改革期間中に実施。
→ ・義務教育等教員特別手当の縮減 ▲150億円

〔20年度：3.8％→3.0％ ▲75億円 21年度：3.0％→2.2％ ▲75億円〕

②メリハリある教員給与体系の推進
・ 中教審答申（平成19年３月）等を踏まえ、メリハリある教員給与体系を推進し、がんばる

教員の適切な処遇を推進。
→ ・部活動手当など教員特殊業務手当の倍増 26億円 〔20年度〕

・副校長、主幹教諭、指導教諭の処遇 11億円 〔20年度〕
・給料の調整額の縮減 ▲25億円 〔21年度：調整数２→1.5〕

③平成22年度の縮減について
・ 平成22年度においては、従来の方針によらないものの、厳しい財政状況の下で、学校

現場からの要請が強い大幅な教職員定数改善を行うため、下記の教員給与を一部縮減。
→ ・義務教育等教員特別手当の縮減 ▲60億円 〔22年度：2.2％→1.5％ 〕

・給料の調整額の縮減 ▲12億円 〔22年度：調整数1.5→1.25〕

④平成23年度以降は、新たな給与の見直しは行っていない。

※金額はいずれも平年度化ベース

教員給与の見直し経緯について
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教育再生実行会議第二次提言「教育委員会等の在り方について」

（平成25年4月15日教育再生実行会議）－抜粋－

２．責任ある教育が行われるよう、国、都道府県、市町村の役割を明確に

し、権限の見直しを行う。

○ 国及び地方公共団体は、困難にも自ら進んで立ち向かい、学び、成

長し続ける教師の育成に積極的に取り組む。教育は子どもたちの将来

に繋がる魅力的な営みであり、真に頑張っている教師の士気を高める

ためにふさわしい処遇の改善や、一定の教育水準を確保し、その維持

向上を図るため、義務教育費の負担金等について、国が十分に責任を

果たす。

教育振興基本計画（平成25年6月14日閣議決定）－抜粋－

第２部 今後５年間に実施すべき教育上の方策

～四つの基本的方向性に基づく，８の成果目標と３０の基本施策～

Ⅰ 四つの基本的方向性に基づく方策

１．社会を生き抜く力の養成

（１）主として初等中等教育段階の児童生徒等を対象にした取組

基本施策４ 教員の資質能力の総合的な向上

【主な取組】

４－６ メリハリある給与体系の確立

・ 真に頑張っている教員を支援することにより，教員の士気を高め，教

育活動の活性化を図るため，教員の給料や諸手当等の在り方を見直し，

それぞれの職務に応じてメリハリある教員給与体系の確立に向けて検

討する。
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＜職務＞
・他の教員に対する教育指導に関する指導、助言
・指導教諭の指導により、個々の教員の授業力が向上し、
優れた教育実践が行われることが期待

＜職務＞
・校長の命を受けた範囲で校務の一部を自らの権限で処理
（教頭は、校長を助けることの一環として校務を整理するにとどまる）
・校長を中心としたマネジメント機能強化が期待

＜職務＞
・校長の命を受けた担当校務について一定の責任を持って
取りまとめ、整理し、他の教諭等に対して指示
（主任は、教諭が充てられ、担当校務に関する他の教諭等との
連絡調整及び指導、助言にとどまる）
・管理職と教諭のパイプ役、教頭のサポート役が期待

学校の組織運営体制や指導体制の充実を図るため、平成２０年４月１日に施行された改正学校教育法に
より、「新たな職」として副校長、主幹教諭、指導教諭を置くことが可能となった（任意設置）。

副校長、主幹教諭、指導教諭の創設について

１．趣旨

２．職務内容等

副校長

主幹教諭

指導教諭

校 長

主幹教諭 主幹教諭 指導教諭

教務担当 生徒指導担当

養護教諭 教諭

教務部

保健主事

教諭

生徒指導部 担任担任学年主任進路指導部

副校長
教頭

事務
職員

教諭

教諭 教諭 教諭

教諭

教諭 教諭

教諭

教諭教諭

事務主任
保健安全部

教諭

教諭

担任 担任

担任 担任

第１学年

第２学年

第３学年

（参考）現在の学校の組織運営のイメージ（中学校の例）

学年主任

学年主任

教務主任 生徒指導主事 進路指導主事

３．設置数推移

＜設置数＞
（平成２４年４月１日時点）
４０/６７都道府県・指定都市、３，５５０名

＜設置数＞
（平成２４年４月１日時点）
５５/６７都道府県・指定都市、１８，６３１名

＜設置数＞
（平成２４年４月１日時点）
２０/６７都道府県・指定都市、１，４７０名
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教員評価について 
１．教員評価の概要 

①教員が校長・教頭との面談等を通じて、あらかじめ設定された標準職務遂行能力あるいは自ら

設定した目標により、PDCA サイクルに基づき教員一人一人の能力や業績を適切に評価する（目

標管理型の評価）。 

②教員評価を通じ、各教員の資質向上を図るとともに、学校の運営体制を強化する。 

③評価結果を人事や給与等の処遇へ適切に反映させる。 
 

２．教員評価の方法 

①能力評価と業績評価による実施 

  ⅰ能力評価…実際の職務遂行にあたり発揮した能力を標準職務遂行能力により評価 

ⅱ業績評価…職員が業務に関する目標や役割を予め自ら設定し、その達成度を評価 

②自己評価と第三者評価の組合せで実施 

（第三者評価者例（教諭の場合）： １次評価者 教頭、２次評価者 校長） 

 ③評価に関する面談の実施（年２～３回） 
 

３．教員評価の成果と課題 

（１）成果 

 ①旧来の勤務評定に比較して、評価が透明化・双方向化 

 ②面談や面談前の授業観察を通じた校長と教員の意思疎通 
 

（２）課題 

 ①評価者の資質向上、評価方法の見直しによる評価の改善 

 ②評価結果を人事や給与等の処遇への反映 
 ２２年度 

（全６６教委中） 

２３年度 

（全６６教委中） 

２４年度 

（全６７教委中） 

人材育成 - ５６ ５９ 

昇任 ２４ ２３ ２４ 

昇級 ２３ ２５ ２４ 

勤勉手当 １８ ２０ １９ 

 
（参考１）第２期教育振興基本計画（平成２５年６月１４日）（抄） 

基本施策４ 教員の資質能力の総合的な向上 

４－５ 適切な人事管理の実施の促進 

・教員一人一人の能力や業績を適切に評価する教員評価を実施し，評価結果を教員の処遇等へ適切に反映すること

を促進する。あわせて，優れた成果を上げた教員を評価し，意欲を高めるための優秀教員の表彰を行う一方，指

導が不適切な教員に対する指導改善研修の実施，不適切な服務上の問題への厳正な対応等の適切な人事管理の実

施を促進する。 

 

（参考２）「いじめの問題に関する児童生徒の実態把握並びに教育委員会及び学校の取組状況に 

係る緊急調査」を踏まえた取組の徹底について（通知）（24 文科初第 936 号）（抄） 

３．学校評価及び教員評価における留意点について 

 いじめの問題に関しては、上記の事項に加え、学校評価及び教員評価の実施に際し、下記の点にも留意する必要が

ある。 

（１）各教育委員会等の取組 

② 各教育委員会は、いじめの問題に関する教員評価について、実施要領の策定や評価記録書の作成、各学校にお

ける教員評価への指導・助言に際し、いじめの有無やその多寡のみを評価するのではなく、日頃からの児童生徒

理解、未然防止や早期発見、いじめが発生した際の、問題を隠さず、迅速かつ適切な対応、組織的な取組等が評

価されるよう留意する必要がある。 

（２）各学校の取組 

② 各学校は、いじめの問題に関する教員評価について、いじめの問題に関する目標設定や目標への対応状況の評

価に際し、いじめの有無やその多寡のみを評価するのではなく、日頃からの児童生徒理解、未然防止や早期発見、

いじめが発生した際の、問題を隠さず、迅速かつ適切な対応、組織的な取組等が評価されるよう留意する必要が

ある。 
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文 部 科 学 大 臣 優 秀 教 員 表 彰 に つ い て

１．表彰の概要

学校教育における教育実践に顕著な成績をあげた教員を文部科学大臣が表彰

し、その功績を広く周知することにより、教員の意欲及び資質能力の向上に資する

ことを目的として、平成１８年度から実施。

２．被表彰者について

（１）被表彰者

学校教育活動、生徒指導、部活動等において顕著な成果を挙げた現職の教育

職員（幼、小、中、高、特別支援）について、各推薦者（国立：国立大学法人学長、

公立：都道府県・指定都市教育委員会、私立：都道府県知事）から推薦のあった

者を対象。

（２）平成２４年度文部科学大臣優秀教員表彰の被表彰者（８２８名）概要

実践分野 国 立 公 立 私 立 合 計 割 合

一 学習指導 8 334 7 349 42.1%

二 生徒指導、進路指導 1 85 2 88 10.6%

三 体育、保健、給食指導 0 69 1 70 8.5%

四 部活動指導 0 73 17 90 10.9%

五 特別支援教育 5 84 1 90 10.9%

六 その他 2 127 12 141 17.0%

合 計 16 772 40 828

年 代 国 立 公 立 私 立 合 計 割 合

３０ 代 1 18 5 24 2.9%

４０ 代 11 345 14 370 44.7%

５０ 代 4 409 18 431 52.1%

６０ 代 0 0 3 3 0.4%

合 計 16 772 40 828

３．各都道府県で実施する優秀教員表彰に伴う措置 ※平成２２年度の実施状況

（１）優秀教員表彰を実施している都道府県・指定都市

・優秀教員表彰の取組を実施しているのは、全６６教育委員会中、５８教育委員会

（２）表彰に伴う措置

・表彰に伴って給与上の優遇措置を行っている教育委員会 １３教育委員会

・表彰に伴って研修機会の付与を行っている教育委員会 ６教育委員会

・表彰に伴って免許状更新講習の受講免除を行っている教育委員会 ４４教育委員会
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研修対象者

（注）研修対象者については16年度から調査

(単位：人)

認 定 者 ① 2 3 年 度 に 研 修 を 受 け た 者 ② ③
総 数 ２ ４ 年研修受講予定

現 依 分 分 転 研 そ の 他 ､ 度 か ら（①＋②＋③） 者のうち 別の
場 願 限 限 任 修 の 研 修措置がなされ
復 退 免 休 継 対 象 者う ち 2 3 た者

他の研修受講１年 度 帰 職 職 職 続
死亡退職 １ 依願退職 ２新 規

病気休暇 ２ 分限休職 ５認 定
者

1 6 8 7 3 1 0 8 4 7 2 4 3 8 2 2 0 4 7 5 3

指導が不適切な教員の認定者数の状況（平成23年度）

全ての教育委員会において指導が不適切な教員の人事管理に関するシステムが
整備されており、23年度における現場復帰（47名）や退職等した者（29名）を含め、こ
れまでの取組の中で、現場復帰（939名）や退職等した者（806名）がでており、一定
の対応が進められている。

指導が不適切な教員の認定及び措置等について
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現場復帰人数

退職等人数

（単位：人）

（注）退職等人数には、依願退職、分限免職、転任が含まれる。

○現場復帰累計939名
○退職等した者累計806名

平成24年4月1日現在、教科等の指導に当たって一定の課題がみられるが、「指導
が不適切である」教諭等であるとの認定に至らない教諭等についても、児童等に対
する十分な教育上の配慮を行った上で、教育委員会として必要な支援策を講じるこ
とが求められており（「指導が不適切な教員に対する人事管理システムのガイドライ
ン（平成20年2月8日文部科学省）」より）、33都道府県・政令指定都市教育委員会が
この「指導に課題のある教員」に対する研修を実施している。

指導に課題のある教員に対する取組について

22年度 23年度 24年度

「指導に課題のある教員」に対する研修の実施 27教委 31教委 33教委
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「教職員の人事管理を含めた教職員定数の在り方検討チーム」について

平成２３年４月に施行された義務標準法一部改正法の附則及び関係の附帯決議、平
成２５年度予算編成における財務省・文部科学省合意を踏まえ、教職員の人事管理を
含めた教職員定数の在り方全般について検討し、今後の教職員等の指導体制の充実
を図る。

（１）教職員等指導体制の在り方

・省内に義家大臣政務官を主査・初等中等教育局長を副主査とし、関係審議官・課長等
をメンバーとする検討チームを設置。（平成２５年４月～、４月２５日に第１回会議開催）

①趣旨

②検討方法

③検討項目

当面は、平成２６年度概算要求に向けて具体的方策を検討する。

① 少人数学級の推進

② 習熟度別指導、小学校における専科指導、補習等の学習支援など学力向上、特

別支援教育、いじめ問題への対応、地域連携強化など、教職員等の指導体制の

在り方

③ 地域間格差や家庭の経済状況による教育格差を解消し、義務教育の機会均等と

水準確保を図るための、教職員等の指導体制の在り方

④ 上記の指導体制の整備を計画的に行う具体的方策

⑤ 平成２５年度全国学力・学習状況調査を活用した具体的検証

（２）教職員の人事管理等の在り方

① 優れた人材を確保するための教員採用や研修の充実など教員の資質向上方策

② 真に頑張っている教職員に報いるメリハリある教員給与の在り方

③ 主幹教諭の配置促進など学校の組織運営の改善

④ 学校における業務運営の在り方の見直し

⑤ 指導力不足教員など適性を欠く教員に対する厳格な人事管理の在り方

（３）設置者への権限移譲の在り方

① 指定都市や中核市への給与負担や任命権等の移譲の在り方

（４）その他教職員等の指導体制の充実に必要な事項

・検討に当たっては、３．の検討項目に即して、教育・地方関係団体、地方自治体、有識
者からのヒア リングや意見の書面提出を実施。

・教育再生実行会議や中央教育審議会における、関連する提言や議論を検討に適宜
反映。
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